
我が国の林業は、木材等の生産活動を通じて森林の

有する多面的機能の発揮に寄与する一方、産出額の減

少、木材価格の下落等の厳しい状況が続いてきた。こ

のような中で、施業の集約化、路網の整備、人材の育

成等により、効率的かつ安定的な林業経営の確立に向

けた取組が進められている。

また、特用林産物は林業産出額の約５割を占め、山

村は住民が林業を営む場として、それぞれ重要な役割

を担っている。

本章では、林業生産、林業経営及び林業労働力の動

向等について記述するとともに、併せてきのこ類をは

じめとする特用林産物や山村の動向について記述す

る。

第Ⅲ章

林業と山村
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　我が国の林業は、長期にわたり産出額の減少、木

材価格の下落等の厳しい状況が続いてきたが、近年

は国産材の生産量が増加傾向にあるなど、明るい兆

しもみえる。また、保有山林面積の小さい森林所有

者が多数を占める中、効率的かつ安定的な林業経営

の確立に向けて、施業の集約化、路網の整備、機械

化の促進、造林・保育の効率化、人材の育成等の取

組が進められている。

　以下では、林業生産の動向、林業経営の動向、林

業の生産性の向上に向けた取組及び林業労働力の動

向について記述する。

（１）林業生産の動向

（木材生産の産出額はピーク時の２割）

　林業産出額は、国内における林業生産活動によっ

て生み出される木材、栽培きのこ類、薪炭等の生産

額の合計である。我が国の林業産出額は、昭和55

（1980）年の約1.2兆円をピークに、長期的に減少

１．林業の動向

林業産出額の推移資料Ⅲ－1

国産材生産量（樹種別）の推移資料Ⅲ－2

S46
（1971）

51
（76）

56
（81）

61
（86）

H3
（91）

8
（96）

13
（2001）

18
（06）

23
（11）

25
（13）

（年）

その他

栽培きのこ類生産

木材生産

木材生産の割合(右軸)

（億円） （％）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

0

20

40

60

80

100
94％94％

10,55210,552
442442

9,8919,891

87％ 87％ 

9,394 9,394 

1,1141,114

8,1458,145

81％81％

84％84％

S55（1980）
11,582
S55（1980）
11,582

9,7179,717

1,6771,677

7,9187,918

75％75％

8,485 8,485 

1,943 1,943 

6,4056,405

73％73％
9,5559,555

2,3962,396

6,9656,965

68％68％

7,8377,837

2,3312,331

5,326 5,326 

58％58％

4,7504,750

1,9241,924

2,7392,739

50％50％

4,319 4,319 

2,0712,071

2,1692,169

49％49％

4,1664,166

2,0472,047

2,0552,055

51％51％

4,3224,322

2,035 2,035 

2,2212,221

S46
（1971）

51
（76）

56
（81）

61
（86）

H3
（91）

8
（96）

13
（2001）

18
（06）

23
（11）

25
（13）

広葉樹

その他針葉樹

アカマツ・クロマツ

エゾマツ・トドマツ

ヒノキ

カラマツ

スギ

（万㎥）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

（年）

4,5254,525

1,9231,923

420420

956956

3,5273,527

1,3881,388

357357

843843

3,1373,137

1,1231,123

338338

797797

3,1523,152

1,1281,128

327327

799799

2,7942,794

308308

890890

844844

2,2472,247

448448

291291

908908

1,5771,577

H14
1,509
H14
1,509

293293

213213

720720

1,6611,661

259259

199199

806806

1,8291,829
230230

217217

965965

1,9651,965

240240

230230

123123 166166 167167 158158
148148 194194

242242 226226

1,0901,090

　注：「その他」は、薪炭生産、林野副産物採取。
資料：農林水産省「生産林業所得統計報告書」

資料：農林水産省「木材需給報告書」、「木材統計」
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傾向で推移しており、平成25（2013）年は前年比

10％増の4,322億円となっている。

　このうち木材生産の産出額は、昭和55（1980）

年の約１兆円から、近年は2,000億円程度まで減少

しており、平成25（2013）年は前年比15％増の

2,221億円で、ピーク時の２割程度となっている。

林業産出額全体に占める木材生産の割合は、昭和

55（1980）年には84％であったが、平成14

（2002）年以降は５割程度に低下している。

　これに対して、栽培きのこ類生産の産出額は、昭

和58（1983）年以降、2,000億円程度で推移して

おり、平成25（2013）年は前年比５％増の2,035

億円となっている（資料Ⅲ－１）。

（国産材の生産量は近年増加傾向）

　国産材の生産量は、昭和46（1971）年以降長期

的に減少傾向にあったが、平成14（2002）年の

1,509万㎥を底に増加傾向にあり、平成25（2013）

年は1,965万㎥となっている＊1。国産材の樹種別生

産量をみると、平成25（2013）年は、スギとヒノ

キについては建築用材等の需要が増加したことか

ら、それぞれ前年比10％増の1,090万㎥、６％増

の230万㎥となっており、スギの生産量は昭和44

（1969）年以来、44年ぶりに1,000万㎥を上回っ

た。カラマツと広葉樹については前年からほぼ横ば

いで、それぞれ226万㎥、240万㎥となっている。

この結果、平成25（2013）年の国産材生産量の樹

種別割合は、スギが56％、ヒノキが12％、カラマ

ツが12％、広葉樹が12％となっている（資料Ⅲ－

２）。なお、主要樹種の用途については、スギ、カ

ラマツは製材用と合板用、ヒノキは製材用、広葉樹

は木材チップ用が多くなっている。

　また、主要樹種の都道府県別生産量をみると、平

成25（2013）年は多い順に、スギでは宮崎県、秋

田県、大分県、ヒノキでは岡山県、熊本県、高知県、

カラマツでは北海道、岩手県、長野県、広葉樹は北

海道、岩手県、鹿児島県となっている（資料Ⅲ－３）。

　国産材の地域別生産量をみると、平成25（2013）

年は多い順に、東北、九州、北海道となっており、

生産量の地域別割合は、東北、九州がそれぞれ

24％、北海道が17％となっている。国産材生産量

が底であった平成14（2002）年と比較すると、資

源量の増加や合板への利用拡大等により、ほとんど

の地域で生産量が増加しており、特に東北、九州で

伸びている（資料Ⅲ－４）。

（素材価格は長期的に下落傾向）

　スギの素材価格＊2は、昭和55（1980）年の

39,600円/㎥をピークに下落してきた。昭和62

（1987）年から住宅需要を中心とする木材需要の増

＊1  木材供給の動向については、第Ⅰ章第２節（21-37ページ）を参照。
＊2  製材工場着の価格。

H14
（2002）

H25
（2013）

（年）

（万㎥）

北海道

東北

関東

中部

近畿

中国

四国

九州

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

280280

1,5091,509

335335

1,9651,965

473473

127127

177177
107107
149149
131131

466466

330330

9393
153153
108108
125125
105105

316316

主要樹種の都道府県別生産量
（平成25（2013）年の上位10位）

資料Ⅲ－3

国産材生産量（地域別）の推移資料Ⅲ－4

資料：農林水産省「木材需給報告書」、「木材統計」の結果を基
に林野庁で集計。

スギ ヒノキ カラマツ 広葉樹
第１位 宮崎 156 岡山 22 北海道 154 北海道 71 
第２位 秋田 98 熊本 22 岩手 32 岩手 28 
第３位 大分 77 高知 20 長野 22 鹿児島 19 
第４位 熊本 69 愛媛 18 青森 4 福島 15 
第５位 青森 59 大分 15 群馬 3 広島 12 
第６位 岩手 57 岐阜 13 秋田 3 島根 10 
第７位 福島 46 三重 12 山梨 3 秋田 8 
第８位 鹿児島 45 静岡 12 岐阜 2 宮城 6 
第９位 宮城 37 栃木 8 福島 1 宮崎 6 
第10位 栃木 37 宮崎 8 東京 1 山形 6 

（単位：万㎥）

資料：農林水産省「木材統計」
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加により若干上昇したものの、平成３（1991）年か

らは再び下落し、近年は12,000円/㎥前後で推移

している。

　ヒノキの素材価格は、スギと同様に、昭和55

（1980）年の76,400円/㎥をピークに下落してき

た。昭和62（1987）年からは上昇したものの、平

成３（1991）年からは再び下落し、近年は20,000

円/㎥前後で推移している。

　カラマツの素材価格は、昭和55（1980）年の

19,100円/㎥をピークに下落してきたが、平成16

（2004）年を底にその後は若干上昇傾向で推移し、

近年は11,000円/㎥前後で推移している（資料Ⅲ－

５）。

　平成26（2014）年の素材価格は、スギ、ヒノキ、

カラマツとも前年を上回り、スギは13,500円/㎥、

ヒノキは20,000円/㎥、カラマツは11,700円/㎥

となった。

（山元立木価格はピーク時の１割～２割）

　山元立木価格は、林地に立っている樹木の価格で、

樹木から生産される丸太相当材積（利用材積）当たり

スギ・ヒノキ・カラマツの素材価格の推移資料Ⅲ－5

全国平均山元立木価格の推移資料Ⅲ－6

S46
（1971）

51
（76）

56
（81）

61
（86）

H3
（91）

8
（96）

13
（2001）

18
（06）

23
（11）

26
（14）

（年）

（円／㎥）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

素
材
価
格

ヒノキ素材価格

スギ素材価格

カラマツ素材価格

32,80032,800

17,50017,500

10,40010,400

66,500 66,500 

31,90031,900

14,80014,800

68,40068,400
S55
76,400
S55
76,400

S55
39,600
S55
39,600

S55
19,100
S55
19,100

33,400 33,400 

15,50015,500

53,40053,400

24,00024,000

13,30013,300

65,70065,700

25,60025,600

14,20014,200

53,90053,900

22,400 22,400 

12,60012,600

37,70037,700

15,80015,800

10,60010,600

26,500 26,500 

12,80012,800

9,3009,300

21,700 21,700 

12,30012,300

10,80010,800

20,00020,000

13,50013,500

11,70011,700

S46
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（81）

61
（86）

H3
（91）

8
（96）

13
（2001）
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（06）

23
（11）

26
（14）

（年）

（円／㎥）

全
国
平
均
山
元
立
木
価
格

ヒノキ山元立木価格

スギ山元立木価格

マツ山元立木価格

0
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10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

19,772 19,772 

12,040 12,040 

6,1946,194

36,71836,718

19,58019,580

12,56712,567

39,977 39,977 

S55
42,947
S55
42,947

S55
22,707
S55
22,707

S55
17,007
S55
17,007

20,21420,214

12,89412,894

29,73829,738

14,144 14,144 

8,7618,761

33,15333,153

14,20614,206

8,4438,443

25,46925,469

10,81010,810

6,5096,509

18,659 18,659 

7,047 7,047 

4,9204,920

11,024 11,024 

3,5143,514

3,3323,332

8,427 8,427 

2,8382,838

3,6413,641

7,5077,507

2,968 2,968 

3,706 3,706 

注１：「スギ素材価格」、「ヒノキ素材価格」、「カラマツ素材価格」は、それぞれの中丸太（径14cm～22cm、長さ3.65～4.00ｍ）の
価格。

　２：平成25（2013）年の調査対象の見直しにより、平成25（2013）年の「スギ素材価格」のデータは、平成24（2012）年までのデー
タと必ずしも連続しない。

資料：農林水産省「木材需給報告書」、「木材価格」

　注：マツ山元立木価格は、北海道のマツ（トドマツ、エゾマツ、カラマツ）の価格である。
資料：一般財団法人日本不動産研究所「山林素地及び山元立木価格調」



平成 26年度森林及び林業の動向｜｜ 97

Ⅲ

の価格で示される。市場での丸太売渡価格から、伐

採や運搬等に掛かる経費（素材生産費等）を控除する

ことにより算出され、森林所有者の収入に相当する。

　平成26（2014）年３月末現在の山元立木価格は、

スギが前年同月比20％増の2,968円/㎥、ヒノキが

16％増の7,507円/㎥、マツ（トドマツ、エゾマツ、

カラマツ）が11％増の3,706円/㎥となっており、

全体的に大幅に上昇したが、ピーク時の昭和55

（1980）年の価格と比べると、スギは13％、ヒノ

キは17％、マツは22％となっている（資料Ⅲ－６）。

（２）林業経営の動向

（ア）森林保有の現状

（保有面積の小さい森林所有者が多数）

　「2010年世界農林業センサス」では、「私有

林」＊3における林業構造の実態を把握する基本単位

として、林家と林業経営体の２つを設定している。

このうち「林家」とは、保有山林面積＊4が１ha以

上の世帯であり、その数は約91万戸、保有山林面

積は合計で521万haとなっている。なお「1990

年世界農林業センサス」によると、保有山林面積が

0.1～1ha未満の世帯の数は145万戸であったこと

から、現在も保有山林面積が1ha未満の世帯の数は

相当数にのぼるものと考えられる。

　また「林業経営体」とは、「保有山林面積が３ha

以上かつ過去５年間に林業作業を行うか森林施業計

画＊5を作成している」、「委託を受けて育林を行って

いる」又は「委託や立木の購入により過去１年間に

200㎥以上の素材生産を行っている」のいずれか

に該当する者である。林業経営体の数は約14万経

営体、保有山林面積は合計で518万haとなってい

る。このうち、１世帯（雇用者の有無を問わない。）

で事業を行う「家族林業経営体＊6」の数は約12.6

＊3  「2010年世界農林業センサス」の定義では、「私有林」は「個人、会社、社寺、各種団体等が所有している林野」とされている。
 （農林水産省ホームページ「2010年世界農林業センサス」）
＊4  所有山林面積から貸付山林面積を差し引いた後、借入山林面積を加えたもの。
＊5  30ha以上のまとまりを持った森林について、造林や伐採等の森林施業に関する５か年の計画で、平成24（2012）年度から森林経

営計画に移行。
＊6  家族林業経営体125,592経営体のうち、山林（３ha以上）を保有する経営体は124,041経営体（99％）であることから、家族林業

経営体（定義上は山林を保有する世帯に限らない）のほとんどが林家（山林（１ha以上）を保有する世帯）に含まれる。

林家・林業経営体の数と保有山林面積資料Ⅲ－8

［林家］

林家数
（91万戸）

保有山林面積
（521万 ha）

［林業経営体］

林業経営体数
（14万経営体）

保有山林面積
（518万 ha）

50～100ha
0.5 万
（3%）

～5ha
15 万 ha
（3%）

100ha 以上
0.4 万
（3%）

5～10ha
27 万 ha
（5%）

保有なし
0.1 万
（1%）

50～100ha
32 万 ha
（6%）

1～5ha
68.1 万戸
（75%）

1～5ha
142 万 ha
（27%）

100ha 以上
356 万 ha
（69%）

10～50ha
88 万 ha
（17%）

5～10ha
78 万 ha
（15%）

10～50ha
173 万 ha
（33%）

5～10ha
11.9 万戸
（13%）

～5ha
4.2 万
（30%）

5～10ha
4.1 万
（29%）

10～50ha
4.6 万
（33%）

10～50ha
9.7 万戸
（11%）

50～100ha
0.7 万戸
（1%）

100ha 以上
0.3 万戸
（0.4%）

50～100ha
43 万 ha
（8%）

100ha 以上
85万 ha
（16%）

　注：（　）内の数値は合計に占める割合である。
資料：農林水産省「2010年世界農林業センサス」

林業経営体数の組織形態別内訳資料Ⅲ－7

資料：農林水産省「2010年世界農林業センサス」

（単位：経営体）

林業経営体
家族林業経営体 125,592
法人経営（会社等） 456
個人経営体 125,136

組織林業経営体 14,594
法人経営（会社・森林組合等） 6,333
非法人経営 6,588
地方公共団体・財産区 1,673

合　計 140,186
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万経営体で、林業経営体の９割を占めている（資料

Ⅲ－７）。

　「2010年世界農林業センサス」によると、我が

国の「私有林」では、保有山林面積が10ha未満の

林家が、林家数の９割を占めている。これに対して、

保有山林面積が10ha以上の林家は、林家数の12％

にすぎないものの、林家による保有山林面積の約６

割に当たる301万haを占めている（資料Ⅲ－８）。

　また、保有山林面積が10ha未満の林業経営体は、

林業経営体数の約６割を占めている。これに対して、

保有山林面積が100ha以上の林業経営体は、林業

経営体数の３％にすぎないものの、林業経営体によ

る保有山林面積全体の約７割に当たる356万haを

占めている（資料Ⅲ－８）。

（森林所有者の特定と境界の明確化が課題）

　我が国の私有林では、森林所有者の高齢化が進ん

でおり、平成22（2010）年には、家族林業経営体

の経営主の平均年齢が66.0歳で、約７割が60歳以

上となっている＊7。また、相続に伴う所有権の移転

等により、森林の所在する市町村に居住し、又は事

業所を置く者以外の者（不在村者）の保有する森林が

増加している。平成17（2005）年には、不在村者

による保有山林面積が、私有林面積の24％を占め

ており、そのうちの約４割は当該都道府県外に居住

する者等の保有となっている（資料Ⅲ－９）。このよ

うな中で、森林所有者や境界が不明で整備が進まな

い森林もみられ、所有者の特定と境界の明確化が課

題となっている。

　所有者の特定については、平成23（2011）年の「森

林法」の改正により、平成24（2012）年４月から、

新たに森林の土地の所有者となった者に対して、市

町村への届出を義務付ける制度＊8が開始され、１ha

未満の小規模な森林の土地の所有者の異動も把握す

ることが可能となった＊9。あわせて、森林所有者等

に関する情報を行政機関内部で利用するとともに、

他の行政機関に対して、森林所有者等の把握に必要

な情報の提供を求めることができることとされた＊10。

　また、土地の境界については「地籍調査＊11」が

行われているが、林地における実施面積の割合は平

成25（2013）年度末時点で44％にとどまっており、

平成31（2019）年までに50％とすることが目標と

されている＊12。このような中で、林野庁と国土交

通省は、森林の境界明確化活動と地籍調査の成果を

相互に活用するなど、連携しながら境界の明確化に

取り組んでいる。

　さらに、多くの労力を必要とする＊13境界確認の

効率化に向けて、GIS＊14の地図データとGPS＊15を

＊7  農林水産省「2010年世界農林業センサス」
＊8  「森林法」第10条の7の2、「森林法施行規則」（昭和26年農林省令第54号）第7条、「森林の土地の所有者となった旨の届出制度の

運用について」（平成24（2012）年3月26日付け23林整計第312号林野庁長官通知）
＊9  １ha以上の土地取引については、「国土利用計画法」に基づく届出により把握される。
＊10  「森林法」第191条の２、「森林法に基づく行政機関による森林所有者等に関する情報の利用等について」（平成23（2011）年４月

22日付け23林整計第26号林野庁長官通知）ほか。
＊11  「国土調査法」（昭和26年法律第180号）に基づき、主に市町村が主体となって、一筆ごとの土地の所有者、地番、地目を調査し、

境界の位置と面積を測量する調査。
＊12  「国土調査事業十箇年計画」（平成22（2010）年５月25日閣議決定）
＊13  施業集約化に向けた合意形成の作業負荷は、「境界確認」で0.48人日/ha、「境界確認以外」で0.35人日/haであるという調査結

果もある。
＊14  「Geographic Information System」の略。位置に関する情報を持ったデータ（空間データ）を総合的に管理・加工し、視覚的に

表示し、高度な分析や迅速な判断を可能にする技術。
＊15  「Global Positioning System」の略。地球の周回軌道を回る人工衛星から発信される情報を利用して、受信者と衛星の位置関係

を測定し、現在地の緯度・経度をピンポイントで知ることができるシステム。

在村者・不在村者別私有林面積
と割合

資料Ⅲ－9

在村者
1,016 万 ha
76%
 

不在村者
327万 ha
24%
 

都道府県内在住
195万 ha
60%
 

都道府県外在住
132万 ha
40%
 

　注：東京都三宅村を含んでいない。
資料：農林水産省「2005年農林業センサス」
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持参して、現地で境界を確認した上で位置情報を

データに保存する取組や、時点の異なる空中写真の

変化から境界を明らかにする取組等も行われてい

る＊16（事例Ⅲ－１）。

（イ）林業経営体の動向

（ａ）全体の動向

（森林施業の主体は林家・森林組合・民間事業体）

　我が国の私有林における森林施業は、主に林家、

森林組合及び民間事業体によって行われている。こ

のうち、森林組合と民間事業体（以下「林業事業体」

という。）は、主に森林所有者等からの受託又は立木

買いによって、造林や伐採等の作業を担っている。

　平成22（2010）年には、森林組合は、植林、下

刈等及び間伐については全国の受託面積の５割以

上を占めており、保育等の森林整備の中心的な担

い手となっている。また、民間事業体は、主伐の

約７割を実施しており、素材生産の中心的な担い

手となっている。平成17（2005）年と平成22

（2010）年を比較すると、特に、間伐の受託面積が

増加している中で、民間事業体の割合が上昇して

いる（資料Ⅲ－10）。

（素材生産量の多い林業経営体の割合が上昇）

　「2010年世界農林業センサス」によると、調査

期間＊17の１年間に素材生産を行った林業経営体は、

全体の約９％に当たる12,917経営体となってい

る。このうち、受託又は立木買いにより素材生産を

行った林業経営体は3,399経営体で、素材生産量に

ついて組織形態別の割合をみると森林組合は28％、

民間事業体は49％となっている。

　受託又は立木買いにより素材生産を行った林業経

営体について、１経営体当たりの素材生産量をみる

と、平成17（2005）年には2,485㎥であったが、

平成22（2010）年には3,211㎥となっており、３

割程度増加している。また、年間素材生産量5,000

㎥以上の林業経営体による素材生産量の占める割合

は、平成17（2005）年には全体の64％であったが、

平成22（2010）年には75％に上昇している（資料

Ⅲ－11）。

　さらに、素材生産の労働生産性をみると、規模が

大きい林業経営体ほど高くなっている。この要因と

＊16  村上拓彦（2012）現代林業, 2012年４月号： 40-44．
＊17  平成21（2009）年２月から平成22（2010）年１月までの間。

過去の空中写真を基にした森林境界明確化支援システムの導入事例Ⅲ－1

　富山県森林研究所では、昭和20年代以降に撮影された過去の空中写真を
オルソ変換注し、複数の年代の空中写真をGIS上で簡単に比較できるように
した。これにより、過去の写真を一つ一つ見ていくことで、数年の林齢の差
等が読み取れるようになり、森林の境界を推定することが可能となった。
　また、新

にい

川
かわ

森林組合（富山県魚
うお

津
づ

市
し

）では、このような写真を森林素図（公
図に森林所有者情報を追記した図面）と照合するとともに、作成したデータ
をハンディGPS等に取り込むことで、現地調査等への活用を可能とした。
　平成25（2013）年度には、これらの手法を活用したシステムに関する現
地検討会が行われており、平成26（2014）年度からは、実際の境界確認作
業が行われている。このような取組が普及することにより、今後の境界確認
の効率化が期待される。

注：空中写真は、レンズの中心に光束が集まる中心投影であるため、レンズの中心から対象物まで
の距離の違いにより、画像に歪みが生ずる。写真に写る物体が地面から高いほど、また写真の
中心から周縁部に向かうほど、この歪みは大きくなる。オルソ画像は、標高データを用いてこ
の像の歪みをなくし、真上から見たような傾きのない画像に変換し、位置情報を付与したもの。

現在の写真

過去の写真
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しては、規模が大きい林業経営体では機械化が進ん

でいることなどが考えられる（資料Ⅲ－12）。

（木材販売収入に対して育林経費は高い）

　我が国の林業は、木材価格の下落等により、販売

収入に対して育林経費が高くなっている。例えば、

スギ人工林においては、50年生までの造林及び保

育に掛かる経費は、平成20（2008）年度には約

231万円/haとなっている。このうち約７割に当た

る約156万円/haが植栽から10年間に必要となっ

ており、初期段階での育林経費の占める割合が高い

（資料Ⅲ－13）。一方、50年生で主伐を行った場合

の木材の販売収入は、平成24（2012）年の丸太価

格（スギ中丸太価格）に基づいて試算すると、131

万円/ha＊18となる。

　このため、植栽から保育、伐採までの長期にわた

る林業経営を行うには、公的な支援が必要な状況で

あり、また、育林経費の低コスト化、木材の販売収

＊18  スギ中丸太価格（11,500円/㎥、農林水産省「木材価格」）から素材生産費等（7,289円/㎥、林野庁企画課調べ。）を控除した粗収入
4,211円/㎥に、スギ10齢級の平均材積311㎥/ha（林野庁「森林資源の現況（平成24（2012）年３月31日現在）」における10齢
級の総林分材積を同齢級の総森林面積で除した平均材積414㎥/haに利用率0.75を乗じた値）を乗じて算出。

林業作業の受託面積資料Ⅲ－10

　注：「民間事業体」は、株式会社、合名・合資・合同会社、
相互会社。

　　　「その他」は、地方公共団体、財産区、個人経営体等。
資料：農林水産省「2005年農林業センサス」、「2010年世界

農林業センサス」

（ha）

0
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100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成 17（2005）年

主伐 間伐 下刈等 植林

その他

森林組合

民間事業体

（ha）

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成 22（2010）年

主伐 間伐 下刈等 植林

その他

森林組合

民間事業体

60,44160,441 46,96746,967

169,492169,492

38,73338,733

255,192255,192

60,71860,718

169,019169,019

26,49226,492

256,229256,229

33,91233,912

5,2735,273

20,56620,566

8,0738,07316,65816,658
27,85127,851

104,951104,951

41,57041,570
96,16296,162

151,363151,363

42,58442,584

290,108290,108

60,13760,137

99,74599,745

20,21320,213
180,095180,095

26,75526,755

3,1603,160

15,64715,647
7,9487,948

14,42714,427
6,4676,467

62,46462,464

経営体数
（3,993 経営体）

素材生産量
（992万㎥）

1,000 ㎥未満
2,153（54%）

1,000～5,000 ㎥
1,285（32%）

10,000 ㎥以上
411万㎥（41%）

1,000 ㎥未満
67万㎥（7%）

平成 17（2005）年

平成 22（2010）年

1,000～5,000 ㎥
286 万㎥（29%）

5,000～10,000 ㎥
331（8%）

10,000 ㎥以上
224（6%）

経営体数
（3,399 経営体）

素材生産量
（1,092 万㎥）

1,000 ㎥未満
1,843（54%）

1,000～5,000 ㎥
967（28%）

10,000 ㎥以上
603万㎥（55%）

1,000 ㎥未満
47万㎥（4%）

1,000～5,000 ㎥
227 万㎥（21%）

5,000～10,000 ㎥
214 万㎥（20%）

5,000～10,000 ㎥
313（9%）

10,000 ㎥以上
276（8%）

5,000～10,000 ㎥
227 万㎥（23%）

受託又は立木買いにより素材生産を行
った林業経営体の規模別の経営体数と
素材生産量（平成17（2005）年と平成
22（2010）年の比較）

資料Ⅲ－11

資料：農林水産省「2005年農林業センサス」、「2010年世界
農林業センサス」（組替集計）

1,000 未満 1,000-5,000 5,000-10,000 10,000 以上

（㎥／人・日）

（㎥/年）
0

500

1,000

1,500

2,000

0

1

2

3

4

5

0.50.5

1,8431,843

1.41.4

967967

2.12.1

313313 276276

4.74.7経営体数

生産性（右軸）

受託又は立木買いにより素材生産を
行った林業経営体の規模別の生産性 

資料Ⅲ－12

　注：生産性とは、素材生産量を投下労働量（常雇い＋臨時雇
い）の従事日数で除した数値。

資料：農林水産省「2010年世界農林業センサス」（組替集計）



平成 26年度森林及び林業の動向｜｜ 101

Ⅲ

入の拡大等が重要な課題となっている。

（ｂ）林家の動向

（林家の大半は林業以外で生計）

　現状では、林家の大半が林業以外で生計を立てて

いる。「2010年世界農林業センサス」によると、

家族林業経営体約12.6万のうち、調査期間の１年

間に何らかの林産物＊19を販売した者の数は、全体

の11％に当たる約1.3万であった。また、毎年木材

収入があり、家計の主な収入が木材販売収入である

と回答した林家は、平成22（2010）年には全体の

５％であった（資料Ⅲ－14）。

　平成25（2013）年度の１経営体当たりの年間林

業粗収益＊20は248万円で、林業粗収益から林業経

営費を差し引いた林業所得は11万円であった（資料

Ⅲ－15）。

（林家による施業は保育作業が中心）

　林家による施業は、保育作業が中心となっている。

家族林業経営体のうち、過去５年間に保有山林にお

いて植林、下刈、間伐、主伐等の何らかの林業作業

を行った者は、平成22（2010）年には全体の約８

割であった。しかしながら、作業別の実施割合をみ

ると、下刈を実施した者、間伐を実施した者はそれ

ぞれ５割程度である一方、主伐を実施した者は４％、

植林を実施した者は12％であった（資料Ⅲ－16）。

これは、保育の必要な人工林が多く存在する一方で、

木材販売収入に対して育林経費が高いことなどによ

り、主伐・再造林が進んでいないことによるものと

考えられる。

資料Ⅲ－13 スギ人工林の造成に要する費用

 資料：農林水産省「平成20年度林業経営統計調査報告」（平成23（2011）年１月）

齢　級 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 合計
費用（万円/ha） 126 30 20 14 13 7 5 8 5 5 231 

1～5年生

10年生

20年生
30年生 40年生 50年生

毎年木材販売収入があり、
家計の主な収入は木材販売収入

5%

毎年木材販売収入があり、
家計の主な収入は木材販売収入以外

5%

毎年の木材販売収入はないが、
必要な間伐などの保育作業を実施

36%

毎年の木材販売収入はなく、
保育作業等も実施していない

12%

山林は保有しているのみで、
林業経営は行っていない

42%

無回答
0%

現在の林業経営の状況資料Ⅲ－14

資料：農林水産省「林業経営に関する意向調査」（平成23
（2011）年３月）　

林業所得の内訳資料Ⅲ－15

　注：山林を20ha以上保有し、家族経営により一定程度以上
の施業を行っている林業経営体の林業所得である。

資料：農林水産省「平成25年度林業経営統計調査報告」（平成
27（2015）年4月）

項　　目 単位 平成25（2013）年度 

林 業 粗 収 益  万円 248
素 材 生 産 〃 174
立 木 販 売 〃 23
そ の 他 〃 51

林 業 経 営 費  〃 237
請 負 わ せ 料 金 〃 98
雇 用 労 賃 〃 30
そ の 他 〃 109

林 業 所 得 〃 11
伐 採 材 積 ㎥ 151

＊19  用材（立木又は素材）、ほだ木用原木、特用林産物（薪、炭、山菜等（栽培きのこ類、林業用苗木は除く））。
＊20  １年間の林業経営の結果得られた総収益額で、林産物販売収入のほか、家計に消費するために仕向けられた林産物の時価評価額

及び未処分林産物在庫増加額の合計。
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　また、林家を対象として、今後５年間における主

伐の実施に関する意向を聞いたところ、「主伐を実

施する予定がある」と回答した者は23％、「主伐を

実施する予定はない」は60％、「主伐できる山林が

ない」は16％となっており、主伐の実施に対する

意欲が低いことが分かる（資料Ⅲ－17）。

（小規模林家の施業・経営意向）

　林家を対象として、今後５年間における森林施業

の実施に関する意向を聞いたところ、「保有山林面

積規模１ha以上20ha未満」の小規模な林家の

69％が ｢実施が必要な山林はあるが、実施する予

定はない｣ と回答している（資料Ⅲ－18）。また、

今後の林業経営の意向を聞いたところ、同林家の

５％が「林業経営をやめたい」、77％が ｢山林は保

有するが、林業経営は行うつもりはない｣ と回答し

ている（資料Ⅲ－19）。さらに、林業経営の後継者

等への承継等の意向を聞いたところ、同林家の

56％が「継がせる意向はない」又は「まだ決めて

いない」と回答している。

　このように、特に小規模な林家では、自ら施業や

経営を行う林家は少なく、後継者が未定のところが

多い。

（自ら伐採等の施業を行う「自伐林家」の取組）

　小規模な林家では、林業事業体に施業や経営を委

託することが一般的となっているが、中には、農業

など他の職業を兼業しながら、主に所有する森林に

おいて、自ら伐採等の施業を行う、いわゆる「自伐

林家」もみられる。こうした林家では、主に自家労

働により伐採等を行うことから、自家労働に見合う

費用分が収入として残るという特徴がある。

　このような林家等の取組で、全国各地で実施され

ている例として「木の駅プロジェクト」がある。林

家等が自ら間伐を行って、軽トラック等で間伐材を

搬出し、地域住民やNPO等から成る実行委員会が

地域通貨で買い取って、チップ原料やバイオマス燃

料等として販売する取組であり、地域経済を活性化

主伐を実施する予定あり
23%

主伐を実施する予定はない
60%

主伐できる山林がない
16%

無回答
1%

今後５年間の主伐に関する意向資料Ⅲ－17

資料：農林水産省「林業経営に関する意向調査」（平成23
（2011）年３月）

過去５年間の家族林業経営体
における保有山林での林業作
業別の実施者の割合

資料Ⅲ－16

資料：農林水産省「2010年世界農林業センサス」

（％）
実施者の割合

作業を行った
家族林業経営体

植林

下刈等

間伐

主伐

0 20 40 60 80 100

4%

50%

52%

12%

79%

割合

計

500ha 以上

100ha 以上 500ha 未満

50ha 以上 100ha 未満

20ha 以上 50ha 未満

１ha 以上 20ha 未満

保
有
山
林
面
積
規
模
別

■ 毎年実施予定　■ 必要な時期に実施予定　■ 実施する予定はない
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3232

2020

1818

1111

5 5 

4141

4040

4444

4343

4747

2626

43 43 

2828

3636

3939

4242

6969

今後５年間の森林施業の実施に
関する意向

資料Ⅲ－18

資料：農林水産省「林業経営に関する意向調査」（平成23
（2011）年３月）

割合

計

500ha 以上

100ha 以上 500ha 未満

50ha 以上 100ha 未満

20ha 以上 50ha 未満

１ha 以上 20ha 未満

保
有
山
林
面
積
規
模
別

■ 経営規模の拡大・拡充を図りたい ■ 現状の経営規模を維持したい
■ 経営規模を縮小したい ■ 林業経営をやめたい
■ 山林は保有するが、林業経営は行うつもりはない ■ 無回答

0％ 50％ 100％

55 3333 77 44 5151 11

11

00

11

11

22

99 39 39 1313 55 3434

66 4141 44 66 4444

77 36 36 1010 44 4343

33 3535 88 22 5151

1414 33 55 7777
00

今後の林業経営についての意向資料Ⅲ－19

　注：計の不一致は四捨五入による。
資料：農林水産省「林業経営に関する意向調査」（平成23

（2011）年３月）
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する点でも注目されている（資料Ⅲ－20）。平成26

（2014）年３月には、岐阜県大
おお

垣
がき

市
し

において「木の

駅サミット」が開催され、同様の取組を行っている

地域や検討中の地域が集まり、今後の課題等につい

て意見交換が行われた。

（山林に係る相続税の納税猶予制度）

　大規模な森林を所有する林家では、相続を契機と

して、所有する森林の細分化、経営規模の縮小、後

継者による林業経営自体の放棄等の例がみられる。

林家を対象として、林業経営を次世代にわたって継

続するために求める支援や対策について聞いたとこ

ろ、500ha以上の林家では、「相続税、贈与税の税

負担の軽減」と回答した林家が53％で最も多かっ

た＊21。

　山林に係る相続税については、これまで、評価方

法の適正化のほか、森林の公益的機能の維持や計画

的な森林施業の継続を支援するため、課税価格の軽

減等を図る措置が講じられてきたが、平成24

（2012）年４月には、効率的かつ安定的な林業経営

を実現し得る中心的な担い手への円滑な承継を税制

面で支援するため、山林に係る相続税の納税を猶予

する制度が創設された＊22。

（ｃ）林業事業体の動向

（森林組合）

　森林組合は、「森林組合法」に基づく森林所有者

の協同組織で、組合員である森林所有者に対する経

営指導、森林施業の受託、林産物の生産、販売、加

工等を行っている（資料Ⅲ－21）。森林組合の数は、

最も多かった昭和29（1954）年度には5,289あっ

たが、経営基盤を強化する観点から合併が進められ、

平成24（2012）年度末には660となっている。ま

「木の駅プロジェクト」の取組状況資料Ⅲ－20

　注：登録者数等のデータが確認できるプロジェクトについて
のみ掲載。

資料：「木の駅プロジェクト」ホームページより作成。（平成27
（2015）年３月現在）

木の駅プロジェクト名 所在地 登録者
数（人）

出荷量
（t/年）

材の主な
用途

林家への支払
単価（円/ｔ）

笠周木の駅
プロジェクト

岐阜県
恵那市 58 400 チップ 6,000 

智頭木の宿場 鳥取県
智頭町 46 475 チップ 6,000 

旭木の駅プロジェクト 愛知県
豊田市 53 300 チップ 6,000 

木の駅上石津 岐阜県
大垣市 29 68 その他 4,000円/㎥

さめうら水源の森木の駅
プロジェクト

高知県
土佐町 36 - チップ 6,000 

エコビレッジ阿波木の駅
プロジェクト

岡山県
津山市 14 55 チップ 6,000 

白鳥町木の駅
プロジェクト

岐阜県
郡上市 7 26 チップ -

高鷲町木の駅
プロジェクト

岐阜県
郡上市 6 44 チップ 4,000 

二ツ井宝の森林
プロジェクト

秋田県
能代市 26 58 材 4,000 

吉賀町木の駅
プロジェクト

島根県
吉賀町 21 140 チップ 4,500円/㎥

丹波篠山木の駅
プロジェクト

兵庫県
篠山市 26 60 ペレット 6,000 

奥出雲オロチの深山きこり
プロジェクト

島根県
奥出雲市 34 293 チップ 6,000 

うんなん木の駅
プロジェクト

島根県
雲南市 75 313㎥/年 チップ 6,000 

信州木の駅
プロジェクト

長野県
辰野町 6 8 薪 4,750 

やまおか木の駅
プロジェクト

岐阜県
恵那市 17 400

（目標） 薪 6,000 

とうえい木の駅
プロジェクト

愛知県
東栄町

17人
5団体 235 チップ 6,000 

秋葉道木の駅
プロジェクト

愛知県
新城市 10 150 チップ 6,000 

木の駅プロジェクト美和
茨城県
常陸
大宮市

48 277㎥/年 その他 5,000円/㎥

鬼の搬出プロジェクト 岡山県
美作市 21 13ｔ/期 - -

木の駅どうし
プロジェクト

山梨県
道志村 25 386 その他 5,200円/㎥

津和野木の駅
プロジェクト

島根県
津和野町 28 237 チップ 5,500～

6,000
ちちぶ木の駅
プロジェクト

埼玉県
秩父市 20 158㎥/年 その他 3,000円/㎥

「木の駅プロジェクト
なかがわ」 

栃木県
那珂川町 14 150t/45日 チップ 5,500 

木の駅ねばりん 長野県
根羽村 30 - 薪 6,000 

京丹後木の駅
プロジェクト

京都府
京丹後市 30 160 チップ 6,000 

能登町里山「木の駅」 石川県
能登町 38 90 チップ 6,000 

甲賀木の駅
プロジェクト

滋賀県
甲賀市 27 - チップ 6,000 

合計 16県
25市町村 762 - - -

森林整備
38%

利用等
16%

購買
4%

林産
16%

販売
12%

加工
13%

指導
1%

指導部門
1%

森林整備部門
58%販売部門

28%

加工部門
13%

森林組合における事業取扱高の
割合

資料Ⅲ－21

資料：林野庁「平成24年度森林組合統計」（平成26（2014）年
11月）

＊21  農林水産省「林業経営に関する意向調査」（平成23（2011）年３月）
＊22  詳細については、「平成25年度森林及び林業の動向」の107ページを参照。
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た、全国の組合員数は、平成24（2012）年度末現

在で約155万人（法人含む。）となっており、組合員

が所有する私有林面積は約950万ha＊23で、私有林

面積全体の約３分の２を占めている＊24。

　森林組合が実施する事業のうち、新植や保育の事

業量は、長期的には減少傾向で推移している。これ

に対して、素材生産の事業量は、平成14（2002）

年を底に増加傾向にあり、平成24（2012）年度の

素材生産量は前年比４％増の411万㎥となった（資

料Ⅲ－22）。このうち、主伐と間伐の内訳をみると、

主伐160万㎥、間伐250万㎥となっており、平成

18（2006）年度の主伐146万㎥、間伐154万㎥と

比べると、主伐の素材生産量が伸び悩む一方で、間

伐の素材生産量が６割以上増加している＊25。

　新植及び保育の依頼者別面積割合は、半数が組合

員を含む個人等であり、公社等と地方自治体はそれ

ぞれ２割程度を占めている。また、素材生産量のう

ち、86％が組合員を含む私有林からの出材となっ

ている（資料Ⅲ－23）。

　近年では、森林所有者の高齢化や経営意欲の低下

等が進み、個々の施業だけでなく、計画策定を含む

管理経営まで森林組合等に委託したいとする森林所

有者が多くなっている（資料Ⅲ－24）。現在、森林

組合系統では、提案型集約化施業を最優先の業務と

して、全ての組合員所有森林の集約化を目指してお

り＊26、座談会の開催等を通じた合意形成や「森林

経営計画」の作成等に取り組んでいる。

（民間事業体）

　素材生産や森林整備等の施業を請け負う民間事業

体は、平成22（2010）年には1,144経営体＊27となっ

ている。このうち植林を行った経営体は36％、下

＊23  市町村有林、財産区有林も含めた民有林全体においては、組合員（市町村等を含む。）が所有する森林面積は、約1,088万haとなっ
ている。

＊24  林野庁「平成24年度森林組合統計」（平成26（2014）年11月）
＊25  林野庁「森林組合統計」
＊26  全国森林組合連合会「森林組合活動21世紀ビジョン・３rdステージ 国産材の利用拡大と森林・林業再生運動」（平成22（2010）

年10月）: 7.
＊27  「2010年世界農林業センサス」による調査結果で、調査期間の１年間に林業作業の受託を行った林業経営体のうち、株式会社、合名・

合資会社、合同会社、相互会社の合計。
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森林組合の事業量の推移資料Ⅲ－22

資料：林野庁「森林組合統計」

新植・保育 素材生産

個人等
54%

組合員
72%

公社等
17%財産区

1%

地方自治体
23%

国
5%

その他
14%

財産区
2%

地方自治体
8%

国
4%

私有
86%

森林組合への作業依頼者別割合資料Ⅲ－23

注１：「個人等」は、国、地方自治体、財産区、公社等を除く
個人や会社。「公社等」には、独立行政法人森林総合研
究所森林農地整備センターを含む。「私有」は、国、地
方自治体、財産区を除く個人や会社。

　２：「新植・保育」については依頼者別の面積割合、「素材生産」
については依頼者別の数量割合。

資料：林野庁「平成24年度森林組合統計」（平成26（2014）年
11月）

作業のみならず、森林に係る計画策定から
管理経営までを引き受けること

植付や間伐等の個々の作業を
引き受けること

長期にわたり、各種の作業を一括して
引き受けること

特に期待する役割はない

その他

無回答
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22
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1010

2222

2929

3030

林業者モニターが森林組合等
に期待する役割

資料Ⅲ－24

資料：農林水産省「森林資源の循環利用に関する意識・意向調
査」（平成23（2011）年３月）
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刈等を行った経営体は53％、間伐を行った経営体

は72％である。

　また、受託又は立木買いにより素材生産を行った

民間事業体は、841経営体となっている。これら

の経営体の事業規模をみると、63％が年間の素材

生産量5,000㎥未満の経営体となっており、小規模

な経営体が多い。素材生産の労働生産性は事業規模

が大きい経営体ほど高いことから、効率的な素材生

産を行うためには安定的に事業量を確保することが

求められる。このような中、民間事業体においても、

森林所有者等に働きかけ、施業の集約化や経営の受

託等を行う取組＊28が進められている。

　また、林業者と建設業者が連携して路網整備や間

伐等の森林整備を実施する「林建協働」の取組が、

建設業者による「建設トップランナー倶楽部＊29」等

により推進されている。建設業者は既存の人材、機材、

ノウハウ等を有効活用して、林業の生産基盤である

路網の開設等を実施できることから、林業者との連

携によって林業再生に寄与することが期待される。

近年では、林業機械等の供給業者において、自ら林

業作業を実施する取組もみられる（事例Ⅲ－２）。

（林業事業体育成のための環境整備）

　林業事業体には、地域の森林管理の主体として、

造林や保育等の作業の受託から「森林経営計画」等

の作成に至るまで、幅広い役割を担うことが期待さ

れることから、施業の集約化等に取り組むための事

業環境を整備する必要がある。

　このため、各都道府県では、林野庁が発出した森

林関連情報の提供等に関する通知＊30に基づき、林

業事業体に対して森林簿、森林基本図、森林計画図

等の閲覧、交付及び使用を認めるように、当該情報

の取扱いに関する要領等の見直しを進めている。

　また、事業発注者等が明確かつ客観的な基準で事

業実行者を評価し選択できるよう、林野庁では、林

業事業体に関する技術者・技能者の数、林業機械の

種類及び保有台数、都道府県による事業実施の成績

評定の結果等の情報を登録し、公表する仕組みの例

を示した。平成25（2013）年度までに、北海道、

宮城県、山形県、三重県、福岡県及び鹿児島県が林

業事業体の情報を登録し、公表しており、また、広

島県が登録申請の受付を開始している。

　さらに、林業事業体の計画的な事業実行体制等の

構築を促進するため、地域における森林整備や素材

生産の年間事業量を取りまとめて公表する取組も開

始されている＊31。

（３）林業の生産性の向上に向けた取組

（ア）施業の集約化

（生産性の向上には施業の集約化が必要）

　我が国の私有林の零細な所有規模では、個々の森

林所有者が単独で効率的な施業を実施することが難

しい場合が多い。このため、隣接する複数の所有者

＊28  例えば、「平成24年度森林及び林業の動向」の136ページを参照。
＊29  建設業者の集まりで、複業化や農林水産業への参入に取り組んでいる。
＊30  「森林の経営の受委託、森林施業の集約化等の促進に関する森林関連情報の提供及び整備について」（平成24（2012）年３月30日

付け23林整計第339号林野庁長官通知）
＊31  年間事業量公表の取組については、第Ⅴ章（181-182ページ）も参照。

林業機械供給業者が自ら林業作業を実施事例Ⅲ－2

　建設機械、林業機械等の貸出しを行っているR社では、林業機械作
業の安全性を確保するためには、まず機械の供給側が林業作業を知る
ことが重要であると考え、平成26（2014）年度から会社で作業班を
組織し、森林組合から指導を受けて路網開設や間伐作業を行っている。
同社ではこの取組を通じて、機械貸出時に適切な取扱説明を行うこと
や、安全確保のための作業手順を作ることを目標としている。

林業研修の様子
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の森林を取りまとめて、路網整備や間伐等の森林施

業を一体的に実施する ｢施業の集約化｣ が進められ

ている。

　施業の集約化により、作業箇所がまとまり、路網

の合理的な配置や高性能林業機械による作業が可能

となることから、素材生産コストの低減が期待でき

る。また、一つの施業地から供給される木材のロッ

トが大きくなることから、径級や質の揃った木材を

まとめて供給することが容易となり、市場のニーズ

に応えるとともに、価格面でも有利に販売すること

が期待できる。

　施業の集約化の推進に当たっては、森林所有者等

から施業を依頼されるのを待つのではなく、林業事

業体から森林所有者に対して、施業の方針や事業を

実施した場合の収支を明らかにした「施業提案書」

を提示して、森林所有者へ施業の実施を働きかける

「提案型集約化施業」が行われている＊32。

（施業集約化を推進する「森林施業プランナー」を

育成）

　林野庁では、提案型集約化施業を担う人材を育成

するため、平成19（2007）年度から、林業事業体

の職員を対象として、「森林施業プランナー研修」

を実施している。現在は、組織としての体制強化を

目的とする「ステップアップ研修＊33」等を実施し

ており、平成26（2014）年度までに、812名が「ス

テップアップ研修」を修了している。さらに、平成

21（2009）年度から、「ステップアップ研修」を修

了した事業体に対して、外部審査機関が評価を行う

実践体制基礎評価＊34を実施しており、平成26

（2014）年度までに、９つの事業体が同評価に基づ

く認定を受けている。

　また、都道府県等においても地域の実情を踏まえ

た森林施業プランナーの育成を目的とする研修を実

施している。

＊32  提案型集約化施業は、平成９（1997）年に京都府の日吉町森林組合が森林所有者に施業の提案書である「森林カルテ」を示して森
林所有者からの施業受託に取り組んだことに始まり、現在、全国各地に広まっている。

＊33  「ステップアップ研修」は、「基礎的研修」修了者のスキルアップを図るとともに、同修了者と経営管理者、現場技術者等が一緒
に参加して、組織として提案型集約化施業に取り組むことを学ぶ研修である。

＊34  提案型集約化施業を実施するための基本的な体制が構築されているかについて、外部評価を受けることで、林業事業体が抱える
課題を具体的に把握し、取組内容の質の向上に結び付けることが可能となる。

認定森林施業プランナーが中心となった集約化の取組事例Ⅲ－3

　愛知県豊
とよ

田
た

市
し

の豊田森林組合は、平成17（2005）年に７つの森林
組合が合併してできた組合であり、合併後の体制強化に向け、平成
19（2007）年頃から提案型集約化施業を本格的に開始した。同組合
では、経営理念や経営ビジョンを森林所有者に理解してもらうため、
「豊田市森づくり条例」を踏まえ、経営方針を分かりやすく示した「豊
田森林組合第１次中期経営計画」を独自に作成・公表している。また、
森林所有者自らが行っている境界確定のための杭打ち等の取組に対
し、現地でアドバイスを行うなど、森林所有者と積極的に関わりなが
ら集約化を進めている。
　これらの取組の中心となって活躍しているのが、同組合の職員であ
る８名の認定森林施業プランナーであり、境界の確定、路網開設の方
法や高性能林業機械の使用の判断等を分担して行い、集約化施業の提
案書を作成している。平成25（2013）年度には約1,230ha（森林所
有者823人分）の森林を集約化するなど、随時「森林経営計画」を作
成しながら搬出間伐を進めている。

資料：「認定森林施業プランナー活動事例集Vol.2」

所有者による境界杭設置

団地提案会
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　一方、これらの研修修了者は、技能、知識、実践

力のレベルが様々であることから、平成24（2012）

年10月から、「森林施業プランナー協会」が、森林

施業プランナーの能力や実績を客観的に評価して認

定を行う森林施業プランナー認定制度を開始した。

同制度では、森林施業プランナー認定試験に合格し

た者、実践体制基礎評価の認定を受けた事業体に所

属し、提案型集約化施業の取組実績を有する者等を

「認定森林施業プランナー」として認定しており、

平成27（2015）年３月までに、1,025名が認定を

受けている＊35（事例Ⅲ―３）。

（「森林経営計画」により施業の集約化を推進）

　平成23（2011）年４月に改正された「森林法」

に基づき、平成24（2012）年度から、施業の集約

化を前提に、面的なまとまりをもった森林を対象と

する森林経営計画制度が導入された。同制度では、

森林の経営を自ら行う意欲のある森林所有者又は森

林の経営の委託を受けた者が、林班＊36又は隣接す

る複数林班の面積の２分の１以上の森林を対象とす

る場合（林班計画）や、所有する森林の面積が

100ha以上の場合（属人計画）に、自ら経営する森

林について森林の施業及び保護の実施に関する事項

等を内容とする「森林経営計画」を作成できること

とされている。「森林経営計画」を作成して市町村

長等から認定を受けた者は、税制上の特例措置や融

資条件の優遇に加え、計画に基づく造林や間伐等の

施業に対する「森林環境保全直接支援事業」による

支援等を受けることができる。

　同制度については、導入以降も現場の状況に応じ

た運用改善を行っている。平成26（2014）年度か

らは、市町村が地域の実態に即して、森林施業が一

体として効率的に行われ得る区域の範囲を市町村森

林整備計画において定め、その区域内で30ha以上

の森林を取りまとめた場合（区域計画）にも計画が作

成できるよう制度を見直し、運用を開始した。この

「区域計画」は、小規模な森林所有者が多く合意形

成に多大な時間を要することや、人工林率が低いこ

となどにより、林班単位での集約化になじまない地

域においても計画の作成を可能とするものである。

これにより、まずは地域の実態に即して計画を作成

資料：林野庁計画課作成。

・地形界で括られた面的なまとまりのある森林を単位とした
　森林経営計画の作成により、持続的な森林経営を推進

　一体的なまとまりを持った森林における計画的・効率的な森林の
施業等を通じた、森林の有する多面的機能の十全な発揮

目　　的

効率的かつ継続的な施業による安定的な木材供給の実現

　森林経営の長期方針、森林の現況と伐採・造林計画、森林の保護、
路網の整備等

計画内容

（林班計画）　林班等の面積の２分の１以上の森林
（区域計画）　市町村が定める一定の区域内で30ha以上の森林
（属人計画）　自ら所有している100ha以上の森林

要　　件

　所得税・相続税の特例措置、日本政策金融公庫等における融資条
件の優遇、各種補助金等の支援対象

メリット

　森林所有者又は森林所有者から森林の経営の委託を受けた者

作 成 者

計画期間
５年

認 定 者
市町村長等

森林経営計画

意欲ある者による施業集約化 搬出間伐の推進

効率的な路網整備 高効率な作業システム

森林経営計画制度の概要資料Ⅲ－25

＊35  森林施業プランナー認定制度ポータルサイト「平成26年度　認定森林施業プランナー名簿を公開しました」（平成27（2015）年
３月31日付け）

＊36  原則として、天然地形又は地物をもって区分した森林区画の単位（面積はおおむね60ha）。
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しやすいところから始め、計画の対象となる森林の

面積を徐々に拡大していくことで、将来的には区域

を単位とした面的なまとまりの確保を目指すことと

している（資料Ⅲ－25）。

　林野庁では、森林経営計画制度の運用や見直しに

当たり、現場の実態や意見を把握するため、全国で

「森林経営計画キャラバン」等を開催してきた。平

成26（2014）年度においても全国11か所において

同キャラバンを開催し、これまで行ってきた制度の

運用改善を改めて周知するとともに、新たに追加さ

れた「区域計画」について説明を行うなど、森林経

営計画制度の定着を図っている。平成25（2013）

年９月末現在の全国の森林経営計画作成面積は

384万ha、民有林面積の22％となっている＊37。

　また、林野庁では、「森林整備地域活動支援交付金」

により、「森林経営計画」の作成、施業の集約化に

必要な調査、合意形成活動等に対して支援している。

平成26（2014）年度には同交付金を拡充し、不在

村森林所有者への働きかけやそれと合わせて行う

GPSを活用した森林境界の確定、集約化を進める

上で必要となる既存路網の簡易な改良に対しても支

援している。

（イ）低コストで効率的な作業システムの普及

（路網の整備が課題）

　路網は、森林の有する多面的機能を持続的に発揮

していくために必要な造林、保育、素材生産等の施

業を効率的に行うためのネットワークであり、林業

の最も重要な生産基盤である。また、路網を

整備することにより、作業現場へのアクセス

の改善、機械の導入による安全性の向上、労

働災害時の搬送時間の短縮等が期待できるこ

とから、林業の労働条件の改善等にも寄与す

るものである。さらに、地震等の自然災害に

より一般公道が不通となった際に、林内に整

備された路網が迂
う

回路として活用された事例

もみられる＊38。

　林業者を対象に路網整備の意向を聞いたところ、

約６割のモニターが車両系又は架線系作業システム

に適した路網整備を目指したいと回答している。ま

た、所有山林面積が大きくなるにつれて、路網整備

の意向を持つ者の割合が高くなる傾向がみられる

（資料Ⅲ－26）。

　しかしながら、我が国においては、地形が急峻な

こと、多種多様な地質が分布していることなどによ

り、路網の整備が十分には進んでおらず、平成25

（2013）年度末現在、林内路網密度＊39は19.5m/

ha＊40となっている。

　このため、「森林・林業基本計画」（平成23（2011）

年７月）では、森林施業の効率的な実施のために路

＊37  平成24（2012）年４月からの森林経営計画制度開始前に作成された「森林施業計画」の残期間（最大５年）については、経過措置
として引き続き有効とされており、これを含めた計画作成面積は583万ha、民有林面積の34％となっている。

＊38  例えば、「平成23年度森林及び林業の動向」の11ページを参照。
＊39  各年度末における「公道等」、「林道」及び「作業道」の現況延長の合計を全国の森林面積で除した数値。 
＊40  林野庁整備課調べ。

割合

計

20ha 未満

20ha 以上 50ha 未満

50ha 以上 100ha 未満

100ha 以上 500ha 未満

500ha 以上 1,000ha 未満

所
有
山
林
面
積
別

■ 車両系集材システムに適した100m/ha以上の路網密度を目指したい
■ 50～100ｍ/ha程度の路網密度を目指したい
■ 架線系集材システムに適した30～50ｍ/ha程度の路網密度を目指したい
■ 新たな路網の整備に取り組むつもりはない
■ その他

2626 3030 1212 2323 1111

2121 2121 77 4343 77

2020 2626 1515 2828 1111

1919 3636 1010 2222 1313

3939 2626 1111 1515 99

2020 4040 2020 2020
00

0％ 50％ 100％

林業者モニターによる路網整
備の意向

資料Ⅲ－26

　注：計の不一致は四捨五入による。
資料：農林水産省「森林資源の循環利用に関する意識・意向調

査」（平成23（2011）年３月）

路網整備の目標とする水準資料Ⅲ－27

資料：「全国森林計画」（平成25（2013）年10月）

区分 作業システム 路網密度
緩傾斜地（0°～15°） 車両系作業システム 100ｍ/ha以上

中傾斜地（15°～30°）
車両系作業システム 75ｍ/ha以上

架線系作業システム 25ｍ/ha以上

急傾斜地（30°～35°）
車両系作業システム 60ｍ/ha以上

架線系作業システム 15ｍ/ha以上

急峻地（35°～　　） 架線系作業システム ５ｍ/ha以上
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網の整備を進めることとして、林道の望ましい延長

の目安を36万km、当面の目安として平成32

（2020）年に27万km程度としている。また、「全

国森林計画」では、路網整備の目標とする水準を、

緩傾斜地（０°～15°）の車両系作業システムでは

100ｍ/ha以上、急傾斜地（30°～35°）の架線系作

業システムでは15ｍ/ha以上等としている（資料Ⅲ

－27）。

（丈夫で簡易な路網の作設を推進）

　林野庁では、平成22（2010）年度に、路網を構

成する道を、一般車両の走行を想定した「林道」、

普通自動車（10トン積程度のトラック）や林業用車

両の走行を想定した「林業専用道」及びフォワーダ

等の林業機械の走行を想定した「森林作業道」の３

区分に整理して、これらを適切に組み合わせた路網

の整備を進めることとしている。

　また、丈夫で簡易な路網の作設を推進するため、

新たに林業専用道と森林作業道の作設指針＊41を策

定し、林業専用道については、管理、規格・構造、

調査設計、施工等に関する基本的事項を、森林作業

道については、路線計画、施工、周辺環境等につい

て考慮すべき最低限の事項＊42を目安として示して

いる。

　現在、各都道府県では、林野庁が示した作設指針

を基本としつつ、地域の特性を踏まえた独自の路網

作設指針を策定して、路網の整備を進めている＊43。

平成25（2013）年度には、全国で林道（林業専用道

を含む。）693km、作業道14,875kmが開設された。

（路網整備を担う人材を育成）

　路網の作設に当たっては、現地の地況や林況を踏

まえたルート設定と施工が重要であり、高度な知識・

技能が必要となる。このため、林野庁では、林業専

用道の作設に必要な線形計画や設計、作設及び維持

管理を担う技術者の育成を目的として、平成23

（2011）年度から「林業専用道技術者研修」を開始

した。同研修では、発注者と受注者を対象に、講義

や机上演習のほか、国有林をフィールドとした現地

実習を実施している。平成25（2013）年度には、

全国７ブロックで計26回の研修を開催して、合計

540人が修了している。

　また、森林作業道を作設するオペレーターとその

指導者の育成を目的として、平成22（2010）年度

から路網作設オペレーターの養成を開始しており、

平成25（2013）年度までに、「指導者研修」により

439名（延べ人数。以下同じ。）、「初級研修」によ

り2,101名、「フォローアップ研修」により608名

を育成した＊44。平成23（2011）年度からは、研修

指導者等を対象として全国各地で「現地検討会」を

開催しており、平成25（2013）年度までに457名

が参加した。

　これらの研修を受講したオペレーターと指導者

は、現場での森林作業道の作設を担うとともに、各

地で指導的な役割を果たしている。

（機械化による生産性の向上）

　素材生産の生産性向上には、立木の伐倒（伐木）、

木寄せ＊45、枝払い及び玉切り（造材）、林道沿いの

土場への運搬（集材）、椪
はい

積
づみ
＊46の各工程に応じて、

林業機械を有効に活用することが鍵となる。

　林業機械の導入については、経営規模の拡大を考

えている林業者モニターの６割以上が、「車両系機

械を導入したい」と回答している。これに対して、「現

在の規模を維持したい」又は「規模縮小を図りたい」

と回答した林業者の約半分が、「機械はなるべく持

たず、伐採などは請け負わせにより対応したい」と

＊41  「林業専用道作設指針の制定について」（平成22（2010）年９月24日付け22林整整第602号林野庁長官通知）、「森林作業道作設
指針の制定について」（平成22（2010）年11月17日付け22林整整第656号林野庁長官通知）

＊42  例えば、周辺環境への配慮として、森林作業道の作設工事中及び森林施業の実施中は、公道又は渓流への土砂の流出や土石の転
落を防止するための対策を講じること、事業実施中に希少な野生生物の生息・生育情報を知ったときは、必要な対策を検討する
こととされている。

＊43  なお、林業専用道については、現地の地形等により作設指針が示す規格・構造での作設が困難な場合には、路線ごとの協議によ
り特例を認めることなどにより、地域の実情に応じた路網整備を支援することとしている。

＊44  研修指導者を育成するための「指導者研修」、これから森林作業道づくりに取り組む初級者を対象とする「初級研修」及び初級研
修修了者等を対象に技術力向上を図る「フォローアップ研修」から構成されている。

＊45  林内に点在している木材を林道端等に集める作業。
＊46  集材した丸太を同じ材種や同じ長さごとに仕分けして積む作業。
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回答している（資料Ⅲ－28）。

　林業機械を活用して効率的な作業システムを構築

するためには、路網配置等を勘案しつつ林業機械を

適切に組み合わせて配置することで、作業システム

全体の生産性向上を図ることが重要である（資料Ⅲ

－29）。この場合、各工程の処理速度を速めるとと

もに、工程間の連携等により、丸太が森林内から林

道沿いの土場まで速やかに集積されるようにするこ

とが基本となる。また、林業機械の稼働率を高める

ためにも、まとまった作業箇所と十分な事業量を確

保する必要がある。

（林業機械導入の状況）

　我が国における高性能林業機械の導入は、昭和

60年代に始まり、近年では、路網を前提とする車両

系のフォワーダ＊47、プロセッサ＊48、ハーベスタ＊49

＊47  玉切りした材をグラップルローダで荷台に積んで運ぶ集材専用の自走式機械。
＊48  林道や土場等で、全木集材されてきた材の枝払い、測尺、玉切りを連続して行う自走式機械。
＊49  立木の伐倒、枝払い、玉切りの各作業と玉切りした材の集積を一貫して行う自走式機械。

我が国の高性能林業機械を使用した作業システムの例資料Ⅲ－29

伐倒：チェーンソー 木寄せ：ウインチ付きグラップル 造材：プロセッサ

伐倒・造材：ハーベスタ 集材：フォワーダ

伐倒：チェーンソー 造材：プロセッサ集材：タワーヤーダ又はスイングヤーダ

車
両
系
作
業
シ
ス
テ
ム

架
線
系
作
業
シ
ス
テ
ム

割合

計

規模拡大を図りたい

現在の規模を維持したい

規模縮小を図りたい

林
業
経
営
規
模
の
意
向
別

■ 多少高価でも大型で処理能力の高い車両系機械を導入したい
■ 多少処理能力が低くても小型で安価な車両系機械を導入したい
■ 架線系機械を導入したい
■ 機械はなるべく持たず、伐採などは請け負わせにより対応したい
■ その他
■ 既に導入済みであり、新たな導入予定はない
■ 無回答

88 2525

2222 4444 1919 1111 44

77 2222 22 5050 66 1111

2121
00

7714145757

22 4747 77 1010

00

11

00

11

00

00

0％ 50％ 100％

林業者モニターによる林業の
機械化の意向

資料Ⅲ－28

　注：計の不一致は四捨五入による。
資料：農林水産省「森林資源の循環利用に関する意識・意向調

査」（平成23（2011）年３月）
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等を中心に増加しており、平成26（2014）年３月

末現在、合計で前年比10％増の6,228台が保有さ

れている。保有台数の内訳をみると、フォワーダが

1,724台で３割弱を占めているほか、プロセッサが

1,484台、プロセッサと同様に造材作業に使用され

ることの多いハーベスタは1,174台となっており、

両者を合わせて４割強を占めている。このほか、ス

イングヤーダ＊50が851台で１割強を占めている（資

料Ⅲ－30）。平成24（2012）年時点において、素

材生産量全体のうち、高性能林業機械を活用した作

業システムによる素材生産量の割合は約６割となっ

ている＊51。

　一方、我が国の森林は急峻な山間部に多く分布す

ることから、林野庁では、急傾斜地等における効率

的な作業システムに対応した次世代の架線系林業機

械の開発・導入を推進している。また、独立行政法

人森林総合研究所＊52等において、地拵
ごしら

え、植栽、

下刈り等の育林工程の省力化に向けて、育林機械の

開発及び改良が行われている。

　各地では、これまで開発された林業機械を活用し

て、生産性の向上や林業作業者の労働強度の低減を

図る取組が行われている（事例Ⅲ－４）。

（造林・保育の効率化）

　我が国では、育林過程全体に占める造林及び初期

段階の保育の経費の割合が高いことから、これらの

作業の効率化に向け、現在、コンテナ苗や大苗の導

入、低密度植栽等の取組が各地で進められている。

　コンテナ苗（根巻きを防止できる容器で育成され

た苗）は、根に培地がついている根鉢の状態で植栽

することなどから、植栽後の活着率が高く、植栽時

期の幅を広げることができるため、伐採、地拵
ごしら

え、

植栽を一貫して行うことができる。また、根鉢が小

さく均一な形状であることから、植栽において専用

器具を用いることなどにより、従来の裸
はだか

苗
なえ

に比べて

＊50  建設用ベースマシンに集材用ウインチを搭載し、アームをタワーとして活用する簡易索張方式に対応した機械。
＊51  林野庁研究指導課調べ。
＊52  平成27（2015）年４月１日より国立研究開発法人森林総合研究所に名称変更。

高性能林業機械の保有台数の推移資料Ⅲ－30

注１：平成10（1998）年度以前はタワーヤーダの台数にスイングヤーダの台数を含む。
　２：平成12（2000）年度から ｢その他高性能林業機械｣ の台数調査を開始した。
　３：国有林野事業で所有する林業機械を除く。
資料：林野庁「森林・林業統計要覧」、林野庁ホームページ「高性能林業機械の保有状況」

その他の高性能林業機械
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簡易な植栽が可能であり、植栽作業の効率化が可能

となる＊53。さらに、初期成長が良いという報告も

あることから、雑草木との競争にも有利となり、下

刈り回数を削減できる可能性がある。

　大苗（通常植栽される苗よりも大きい苗）は、植栽

木が雑草木よりも早く空間を占有することから、下

刈り回数を省略できる可能性があり、経費の削減に

つながることが期待される＊54。

　低密度植栽（通常植栽する本数より少ない本数を

植栽する方法）は、植栽に掛かる苗木代やその後の

保育に掛かる経費を削減することが可能となる＊55

が、植栽木の生存率等をみながら取組を進める必要

がある。

　このような取組に加え、近年はシカ等による食害

が増加していることから、造林地を囲む柵の設置や

植栽木への保護チューブの取付け等により、植栽地

をシカ被害等から守ることが、植栽経費の増加を抑

制するために重要となっている。

＊53  コンテナ苗については、第Ⅱ章（58ページ）も参照。
＊54  田代慶彦（2012）現代林業, 平成24（2012）年９月号: 22-25.
＊55  愛知県農林水産部農林基盤担当局林務課普及グループ（2012）現代林業, 平成24（2012）年９月号： 18-21.

主索ウインチ付スイングヤーダと繊維ロープを活用した安全性及び生産性の向上に
向けた取組

事例Ⅲ－4

　愛知県新
しん

城
しろ

市
し

の新城森林組合では、搬出間伐を実施するに当たって、
集材作業の安全性向上と効率化を目的として、新たに主索ウインチ付
スイングヤーダを導入するとともに、繊維ロープの使用を開始した。
　主索ウインチ付スイングヤーダは、従来のスイングヤーダと違い、
集材用の架線として簡易索張方式に加えて、主索を用いる注とともに、
支柱となるアームを直立させるのではなく、地面に付けて集材する。
このため、大径の材を集材できるほか、機械転倒の防止に大きな効果
が期待できる。また、繊維ロープは、従来のワイヤーロープに比べ取
扱いが容易で、重量が６分の１程度と軽量であることから、集材作業
の効率化と労働負荷の軽減が期待できる。同組合が50年生程度のス
ギ・ヒノキ林分での間伐作業に繊維ロープを使用した際には、作業員
の心拍数・血圧等を測定した結果によると労働強度が大きく改善され
た。
　林業における繊維ロープの使用事例が少ないことから、今後は繊維
ロープを繰り返し使用した場合の磨耗調査等を行い、耐久性について検証を行うこととしている。また、これら
の新たな作業方法に対するオペレーターの習熟度を上げることで、生産性向上を図ることとしている。

注：簡易索張方式は、２本の索を搬器でつなげて動かす方式であるが、これに加えて、材の荷重を支えるとともに走行する搬器のレールの役目を
する固定された索（主索）を用いる。

主索ウインチ付スイングヤーダ

繊維ロープ
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林業遺産の選定コラム

　我が国の林業は、地域の森林をめぐる人間の営みの中で編み出され、明治期以降は海外の技術も取り入れつつ、
多様な発展を遂げてきた。一般社団法人日本森林学会では、平成26（2014）年に学会100周年を迎えることを
機に、各地の林業発展の歴史を将来にわたって記憶・記録していくための試みとして、林業遺産の選定を行った。
　平成25（2013）年度の林業遺産候補の募集に対して、19件の推薦があり、このうち全国緑化行事や大学演習
林の発祥の地、森林鉄道、林業関係用具等の10件が林業遺産として選定され、平成26（2014）年３月に開催さ
れた第125回日本森林学会大会の100周年記念式典にて公表された。同学会では、今後も継続して林業遺産の
選定を行っていくこととしている。

名称 分類・形式 地区 年代 説明

「太山の左知」をはじめとした
興野家文書 資料群 関東 19世紀 近世黒羽の篤林家：興野隆雄の

造林技術・業績を示した文書

旧木曾山林学校にかかわる
林業教育資料ならびに演習林

林業発祥地・道具類・
資料群 中部 1901・1902

（明治34・35年）
日本の林業教育の発祥と歴史的
展開を示すもの

全国緑化行事発祥の地 林業記念地 関東 1934年
（昭和９年）

全国植樹祭に繋がる愛林日にお
ける植栽行事が初めて挙行され
た場所

木曾森林鉄道（遺産群） 搬出関連 中部 大正～昭和初期 木曾地方で活躍してきた森林鉄
道の代名詞的存在

四国森林管理局保存の大正～
昭和初期の林業関係写真 資料群 関西 1921年～昭和初期 当時の四国における林業状況を

示すまとまった写真集

飯能の西川材関係用具 道具類 関東 江戸～昭和期 西川林業の発展を担ってきた道
具類

いの町の森林軌道跡 搬出関連 関西 1923～37年頃 国有林野事業と共に歩んできた
いの町の歴史を示す森林軌道跡

東京大学樹芸研究所
岩樟園クスノキ林 林業景観 中部 1910年前後

戦後に至るまでの樟脳生産を目
的としたクスノキ人工林の記録
を留めるもの

大学演習林発祥の地
浅間山（千葉県鴨川市） 林業発祥地 関東 1894年

（明治27年）
本田静六による大学演習林発祥
の地

猪名川上流域の里山
（台場クヌギ林）

林業景観・林業発祥
地・林業跡地 関西 室町時代～

（古文書・伝承）

室町時代以降の著名な池田炭・
一庫（ヒトクラ）炭の生産地と
して、その趣を今に残すもの

全国緑化行事発祥の地と記念碑 飯能の西川材関係用具

飯能市郷土館提供

林業遺産選定結果
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（４）林業労働力の動向

（林業従事者数は近年下げ止まりの兆し）

　森林の施業は、主に、山村で林業に就業して森林

内の現場作業等に従事する林業労働者が担ってい

る。林業労働者の確保は、山村の活性化や雇用の拡

大のためにも重要である。

　林業労働力の動向を、現場業務に従事する者であ

る「林業従事者＊56」の数でみると、長期的に減少

傾向で推移した後、平成17（2005）年は52,173人、

平成22（2010）年には51,200人となっており、近

年は減少のペースが緩み、下げ止まりの兆しがうか

がえるものの、増加に転ずるまでには至っていない。

　林業従事者の高齢化率（65歳以上の従事者の割

合）は、平成12（2000）年まで増加傾向で推移した

後、平成17（2005）年以降は減少し、平成22

（2010）年の時点で21％となっているが、全産業

の平均10％と比べると高い水準にある。一方、若

年者率（35歳未満の若年者の割合）は、平成２

（1990）年以降上昇傾向で推移し、平成22（2010）

年の時点で18％となっているが、全産業平均27％

と比べると低い水準にある（資料Ⅲ－31）。林業従

事者の平均年齢をみると、平成12（2000）年には

56.0歳であったものが、若者の新規就業の増加等

により、平成22（2010）年には52.1歳と若返り傾

向にあるが、全産業の平均年齢45.8歳よりは高い

水準にある。

　一方、日本標準産業分類＊57に基づき「林業」に

分類される事業所に就業している「林業就業者＊58」

には、造林や素材生産など現場での業務に従事する

者のほか、事務的な業務に従事する者、管理的な業

務に従事している者等が含まれており、平成22

（2010）年には、全体で68,553人となっている。

（｢緑の雇用｣ により新規就業者が増加）

　森林資源が充実し、間伐や主伐・再造林等の事業

量の増大が見込まれる中、若者を中心とする新規就

業者の確保及び育成が喫緊の課題となっている。こ

のため林野庁では、平成15（2003）年度から、林

＊56  国勢調査における「林業従事者」とは、就業している事業体の日本標準産業分類を問わず、林木、苗木、種子の育成、伐採、搬出、
処分等の仕事及び製炭や製薪の仕事に従事する者で、調査年の９月24日から30日までの一週間に収入になる仕事を少しでもした
者等をいう。

＊57  統計調査の結果を産業別に表示する場合の統計基準として、事業所において社会的な分業として行われる財及びサービスの生産
又は提供に係る全ての経済活動の分類。

＊58  国勢調査における「林業就業者」とは、山林用苗木の育成・植栽、木材の保育・保護、木材からの素材生産、薪及び木炭の製造、
樹脂、樹皮、その他の林産物の収集及び林業に直接関係するサービス業務並びに野生動物の狩猟等を行う事業所に就業する者で、
調査年の９月24日から30日までの一週間に収入になる仕事を少しでもした者等をいう。なお、平成19（2007）年の「日本標準産
業分類」の改定により、平成22（2010）年のデータは、平成17（2005）年までのデータと必ずしも連続していない。詳しくは、「平
成24年度森林及び林業の動向」137-138ページ参照。　 

林業従事者数の推移資料Ⅲ－31

注１：高齢化率とは、65歳以上の従事者の割合。
　２：若年者率とは、35歳未満の若年者の割合。
資料：総務省「国勢調査」
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現場技能者として林業へ新規に就業した者（新規就業者）の推移資料Ⅲ－32

　注：「緑の雇用」は、「緑の雇用」現場技能者育成対策事業による１年目の研修を修了した者を集計した値。
資料：林野庁ホームページ「林業労働力の動向」

H6
（1994）

7
（95）

8
（96）

9
（97）

10
（98）

11
（99）

12
（2000）

13
（01）

14
（02）

15
（03）

16
（04）

17
（05）

18
（06）

19
（07）

20
（08）

21
（09）

22
（10）

23
（11）

24
（12）

25
（13）

新
規
就
業
者

（人）

（年度）

緑の雇用 緑の雇用以外

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

1,5171,517 1,5551,555 1,5131,513 1,6311,631 1,6531,653
2,0652,065

2,3142,314 2,2902,290 2,2112,211

2,0662,066
1,6981,698 1,6121,612 1,5891,589

1,9961,996 2,1832,183 2,3922,392 2,4162,416
2,0792,079 2,2622,262

1,9931,993

2,2682,268

1,8151,815
1,2311,231

832832

1,0571,057
1,1501,150

1,5491,549 1,5981,598

1,1021,102 928928
834834

4,3344,334

3,5133,513

2,8432,843
2,4212,421

3,0533,053
3,3333,333

3,9413,941 4,0144,014

3,1813,181 3,1903,190
2,8272,827

業への就業に意欲を有する若者を対象に、林業に必

要な基本的技術の習得を支援する「「緑の雇用」事業」

を実施している。同事業では、林業事業体に新規採

用された者を対象として、各事業体による実地研修

や研修実施機関による集合研修の実施を支援してい

る。平成25（2013）年度までに、同事業を活用し

て新たに林業に就業した者は約１万４千人となって

いる。

　林業事業体に採用された新規就業者数は、「「緑の

雇用」事業」の開始前は年間約２,000人程度であっ

たが、同事業の開始後は平均で年間約3,300人程度

に増加している。この新規就業者の増加は、「「緑の

雇用」事業」による効果と考えることができる。こ

れらの新規就業者の大半は、他産業からの転職者が

占めており、なかでも建設業からが多くなってい

る＊59。

　平成25（2013）年度における新規就業者数は、

前年度から１割程度減少し、2,827人であった（資

料Ⅲ－32）。これは、特に東日本大震災復興対策や

景気動向に伴う雇用情勢等により、建設業等の他産

業に就業する者が増えていることの影響によるもの

と考えられる。

　また、新規就業者の定着状況については、「「緑の

雇用」事業」における新規就業者に対する研修修了

者のうち、３年後も就業している者は７割を超えて

いる＊60。

　平成25（2013）年度からは、林業への就業希望

者の裾野を広げ、将来的には林業経営も担い得る有

望な人材を支援するため、林業大学校等に通う者を

対象に、最大で年間150万円（最長２年間）の給付

金を給付する「緑の青年就業準備給付金事業」も実

施している。

＊59  興梠克久ほか（2006）林業経済, 59（７）：１-15．（「緑の雇用担い手育成対策事業」による調査結果。）
＊60  厚生労働省の「職業安定業務統計」によれば、平成23（2011）年3月卒業者の3年後の離職率は、大学卒で32.4％、高校卒で

39.6％となっている。
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「林業大学校」の開設コラム

　若い林業技術者の育成・確保が急務となっている中、近年では、就業前の
若手林業技術者の教育・研修機関を新たに整備する動きもある。
　平成24（2012）年４月に西日本初の林業専門の大学校として開校した「京
都府立林業大学校」では、高校新卒者等を対象に、２年間で林業の知識・技
術修得を目指す「森林林業科」を設けており、一・二期目の卒業生は森林組
合や民間事業体等に就職している。同校では、このほかにも新規就業者、林
業事業体職員等を対象とした研修も開催している。
　平成26（2014）年度には、秋田県が若手林業技術者を育成するため、「秋
田林業大学校注」を開設し、研修生の募集・選考を行った。同校は、北海道・
東北地方では初めての就業前研修機関として、平成27（2015）年度から研
修を開始し、２年間の研修の中で、森林・林業・木材産業の基礎や経営に関
する知識のほか、路網開設や林業機械の操作など現場実践技術まで幅広く教
えることとしている。秋田県では、講師の派遣やフィールドの提供等を受け
持つ研修サポートチームも設置し、民間と行政が一体となったサポート体制
で臨むこととしている。

注： 秋田県の試験研究機関である「森林技術センター」を「林業研究研修センター」に改組し、新しい研修制度（秋田県林業トップランナー養成研修）
を開始するもの。

「秋田林業大学校」のパンフレット
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（高度な知識と技術・技能を有する林業労働者の

育成）

　林業作業における高い生産性と安全性を確保し、

路網と林業機械を組み合わせた低コスト作業システ

ムを現場で実践するため、専門的かつ高度な知識と

技術・技能を有する林業労働者が必要となっている。

また、これらの林業技術者の能力が適切に評価され、

待遇の改善等が図られることが重要である。

　このため、林野庁は、平成22（2010）年４月に「林

業労働力の確保の促進に関する基本方針」を見直し、

事業主によるOJT＊61やOFF-JT＊62の計画的な実

施、研修カリキュラムの作成、能力に応じた労働者

の昇進及び昇格モデルの提示を支援するほか、段階

的かつ体系的な研修等を促進することにより、林業

労働者のキャリア形成を支援している（資料Ⅲ－

33）。

　平成23（2011）年度からは、段階的かつ体系的

な研修カリキュラムに基づき、新規就業者に対する

研修として「林業作業士（フォレストワーカー）研修」

を、キャリアアップ研修として「現場管理責任者

（フォレストリーダー）研修」及び「統括現場管理責

任者（フォレストマネージャー）研修」を実施してい

る。

　さらに、平成23（2011）年４月には、これらの

人材がキャリアアップにより意欲と誇りを持って仕

事に取り組めるよう、研修修了者の習得した知識、

技術・技能のレベルに応じて、農林水産省が備える

研修修了者名簿に登録する制度の運用を開始してお

＊61  日常の業務を通じて必要な知識・技能又は技術を身に付けさせる教育訓練。
＊62  日常の業務から離れて講義を受けるなどにより必要な知識・技能又は技術を身に付けさせる教育訓練。

林業労働力の育成・確保について資料Ⅲ－33

　注：「林業作業士」は、作業班員として、林業作業に必要な基本的な知識、技術・技能を習得して安全に作業を行うことができる人材、
「現場管理責任者」は、作業班に属する現場作業員（作業班員）を指導して、間伐等の作業の工程管理等ができる人材、「統括現場
管理責任者」は、複数の作業班を統括する立場から、関係者と連携して経営にも参画することができる人材である。

資料：「現場技術者の育成と登録制度」（林野庁ホームページ「林業労働力の確保の促進に関する法律に基づく取組について」）
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り＊63、平成26（2014）年11月現在、統括現場管理

責任者273名、現場管理責任者746名、林業作業

士6,858名が登録されている。

　このほか、事業主が、働きやすい職場づくりを進

めるとともに、これらの研修により高い能力を身に

付けた者を公平かつ公正に処遇できるよう、林野庁

では、平成23（2011）年３月に、雇用管理改善に

向けたポイントとチェックリスト、事業主が能力評

価を導入する際の基準や評価シートの例等を記載し

た「人事管理とキャリア形成の手引き」を作成し、

普及に取り組んでいる＊64。平成25（2013）年度か

らは、能力評価制度を導入する林業事業体に対して、

専門家の派遣等を通じた支援を行っており、60の

事業体が取組を行った（平成26（2014）年度末時

点）。

（林業における雇用の現状）

　林業労働者の雇用は、林業作業の季節性や事業主

の経営基盤の脆
ぜい

弱性等により、必ずしも安定してい

ないことが多い。また、雇用が臨時的、間断的であ

ることなどから、社会保険等が適用にならない場合

もある。

　しかしながら、近年は、全国的に把握が可能な森

林組合についてみると、通年で働く専業的な雇用労

働者の占める割合が上昇傾向にある。森林組合の雇

用労働者の年間就業日数をみると、年間210日以

上の者の割合は、昭和60（1985）年度には全体の

１割に満たなかったが、平成24（2012）年度には

約５割を占めている（資料Ⅲ－34）。これに伴い、

社会保険が適用される者の割合も上昇している（資

料Ⅲ－35）。この傾向は、森林施業のうち、特定の

季節に多くの労働者を必要とする植栽や下刈り等の

保育の事業量が減少する一方で、通年で作業可能な

素材生産の事業量が増加していることによるものと

考えられる。

＊63  林野庁プレスリリース「フォレストマネージャー等の研修修了者の名簿への登録について」（平成23（2011）年10月28日付け）、「林
業労働力の確保の促進に関する法律に基づく資金の貸付け等に関する省令」（平成８年農林水産省令第25号）第１条

＊64  林野庁ホームページ「林業事業体の雇用管理改善と経営力向上の取組について」
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資料Ⅲ－36
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資料Ⅲ－34

　注：昭和60（1985）年度は作業班の数値、平成24（2012）
年度は雇用労働者の数値である。

資料：林野庁「森林組合統計」

注１：「月給制」には、月給・出来高併用を、「日給制又は出来
高制」には、日給・出来高併用を含む。

　２：昭和60（1985）年度は作業班の数値、平成24（2012）
年度は雇用労働者の数値である。

　３：計の不一致は四捨五入による。
資料：林野庁「森林組合統計」

　注：計の不一致は四捨五入による。
資料：林野庁「森林組合統計」
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　また、林業は悪天候の場合に作業を中止せざるを

得ないことが多く、事業日数が天候に大きく影響を

受けることから、依然として日給制が大勢を占めて

いるが、近年は、月給制の割合も増えている（資料

Ⅲ－36）。なお、森林組合の雇用労働者の標準的賃

金（日額）をみると、平成24（2012）年度では9,000

円 ～10,999円 が25％、7,000円 ～8,999円 が

22％、11,000円～12,999円が21％となってい

る（資料Ⅲ－37）。

（労働災害発生率は依然として高水準）

　林業労働における死傷者数は、長期的に減少傾向

にあり、平成25（2013）年の死傷者数は1,723人

となっており、10年前の平成15（2002）年の2,874

人と比べて４割以上減少している（資料Ⅲ－38）。

その要因としては、ハーベスタ、プロセッサ、フォ

ワーダ等の高性能林業機械の導入や作業道等の路網

整備が進展したことにより、かつてに比べて林業労

働の負荷が軽減していることや、チェーンソー防護

衣の普及等の効果が考えられる。

　しかしながら、林業における労働災害発生率は、

平成25（2013）年の死傷年千人率＊65でみると28.7

となっており、全産業平均の2.3と比較すると12.5

倍という高い水準となっている。

　平成23（2011）年から平成25（2013）年までの

林業労働者の死亡災害についてみると、発生した

114件のうち、年齢別では50歳以上が85％となっ

ており、作業別では伐木作業中の災害が54％となっ

ている（資料Ⅲ－39）。

（安全な労働環境の整備）

　このような労働災害を防止し、健康で安全な職場

づくりを進めることは、林業労働力を継続的に確保

するためにも不可欠である。このため、林野庁では、

厚生労働省や関係団体等との連携により、林業事業

体に対して安全巡回指導、労働安全衛生改善対策セ

ミナー等を実施するとともに、「「緑の雇用」事業」

において、新規就業者を対象とした伐木作業技術等

の研修の強化、安全に作業を行う器具等の開発や改

良、最新鋭のチェーンソー防護衣等の導入等を支援

している。また、車両系林業機械の安全対策＊66を

作業現場に浸透させ、実効性のあるものとするため、

運転者席の防護柵等の整備や特別教育の受講に対し

て支援している。

　また、林業と木材製造業の事業主及び団体等を構

＊65  労働者1,000人当たり１年間に発生する労働災害による死傷者数（休業４日以上）を示すもの。
＊66  車両系林業機械による労働災害を防止するため、平成25（2013）年11月に「労働安全衛生規則」の一部が改正され、木材伐出機

械等の危険防止対策が義務付けられたほか、特別教育を必要とする業務が拡大された。

賃金

■ 7,000円未満 ■ 7,000～8,999円 ■ 9,000～10,999円
■ 11,000～12,999円 ■ 13,000～14,999円 ■ 15,000円以上

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

9% 22% 25% 21% 13% 11%

森林組合の雇用労働者の標準
的賃金（日額）

資料Ⅲ－37

　注：計の不一致は四捨五入による。
資料：林野庁「森林組合統計」
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資料Ⅲ－38

資料：厚生労働省「労働者死傷病報告」、「死亡災害報告」

林業における死亡災害の発生
状況（平成23（2011）年から
平成25（2013）年まで）

資料Ⅲ－39

資料：林野庁経営課作成。
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第Ⅲ章　林業と山村

成員とする林業・木材製造業労働災害防止協会では、

今後の取り組むべき方向と対策を示した「林材業労

働災害防止計画」（平成25（2013）年度～平成29

（2017）年度）を策定している。同計画では、林業・

木材製造業における労働災害による死亡者数につい

ては平成29（2017）年に36人（林業31人、木材製

造業５人）を下回ること、死傷者数については平成

29（2017）年に平成24（2012）年比で15％以上減

少させることを目標としている。

　このほか、民間の取組として、伐木作業に必要な

技術及び安全意識の向上に向けた競技大会も開催さ

れている（事例Ⅲ－５）。

（林業活性化に向けた女性の取組）

　戦後の伐採と造林の時代には、林家の女性たちの

多くが造林や保育作業を担っていたが、これらの作

業の減少とともに女性の林業従事者は減少した。平

成22（2010）年の林業従事者51,200人のうち、女

性は3,020人と６％にすぎず、平成17（2005）年

の4,488人と比べても減少している（資料Ⅲ－31）。

　一方、1970年代から、女性の森林所有者や林業

従事者等を会員とする「女性林業研究グループ」が

各地で設立されるようになり、平成９（1997）年に

は「全国林業研究グループ連絡協議会女性会議」が

設置され、森林づくりの技術や経営改善等の研究活

動を実施してきた。また、平成５（1993）年には、

都道府県の女性林業技術職員による「豊かな森林づ

くりのためのレディースネットワーク・21」が設

立され、女性フォーラムの開催、女性用作業着の開

発等の活動を実施してきた。

　これらの林業を職業とする女性に加えて、近年で

は、学生や様々な職業の女性たちが林業に関する

様々な活動や情報発信を行う「林業女子会」の活動

が広がっている（資料Ⅲ－40）。「林業女子会」は平

第１回日本伐木チャンピオンシップ（JLC）の開催事例Ⅲ－5

　平成26（2014）年５月に青森県青森市で、我が国では初めての伐
木チャンピオンシップ（日本伐木チャンピオンシップ（JLC））が開催
された（事務局：全国森林組合連合会）。同大会は、チェーンソーに
よる伐木技術を競うもので、世界伐木チャンピオンシップ（WLC）に
出場する日本代表選手を選出するとともに、林業技術及び安全作業意
識の向上、林業の社会的地位向上等を図ることを目的とし、全国各地
から20名の選手が参加した。
　参加者は、①伐倒、②ソーチェーン着脱、③丸太合せ輪切り、④接
地丸太輪切り、⑤枝払いの５種類の競技の合計得点を競い合い、４名
（24歳以上のプロフェッショナルクラス上位３名と24歳未満のジュ
ニアクラス上位１名）が日本代表選手として選出された。
　同９月にはスイスで第31回WLCが開催され、競技結果は、団体
で１位ドイツ、２位スイス、３位イタリア、日本は26か国中23位
であった。また、プロフェッショナルクラス78名のうち、日本チー
ムの個人の最高位は61位であった。

丸太合せ輪切り

枝払い

「林業女子会」の活動資料Ⅲ－40

間伐イベント
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＊67  平成26（2014）年度には、三重県、山口県、宮城県、岩手県、長野県、佐賀県、福岡県、福井県で設立。
＊68  女性の取組については、「平成25年度森林及び林業の動向」のトピックス（４ページ）参照。

成22（2010）年に京都府で結成されて以降、各地

に広がっており、平成27（2015）年３月現在、16

都府県で結成されている＊67。また、女性による狩

猟者の組織設立の動きもみられる＊68。


